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令和７年４月２１日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

令和６年（行ウ）第２２３号 不当労働行為救済命令取消請求事件 

口頭弁諭終結日 令和７年２月１４日 

判決 

原告           Ｘ会社 

被告           東京都 

同代表者兼処分行政庁   東京都労働委員会 

被告補助参加人      Ｚ組合 

主文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用（補助参加によって生じた費用を含む。）は原告の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

処分行政庁が、都労委令和２年不第６号不当労働行為救済申立事件について令

和６年３月５日付けでした命令中、主文第１項及び第２項の各命令（以下「本件

救済命令」という。）を取り消す。 

第２ 事案の概要 

処分行政庁は、原告においてロケバス運行業務等を担当する自動車運転職であ

るＡ１（以下「Ａ１」という。）について、Ａ１が労働組合に加入した平成２９年

６月以降、Ａ１の業務に係る出張（宿泊費及び日当が支給されるもの。以下特に

断らない限り同じ。）の回数が減少されたことが、労働組合法７条１号本文前段所

定の「不利益な取扱い」（以下単に「不利益な取扱い」という。）であり、不当労

働行為に当たると判断し、本件救済命令を発した。 

本件は、原告が、被告に対し、本件救済命令には判断を誤った違法があるとし

て、その取消しを求める事案である。 

１ 争いがない事実等（争いがない事実、当裁判所に顕著な事実及び各証拠により
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容易に認めることができる事実） 

⑴ 当事者等 

ア 原告 

原告は、Ｃ１協会（以下「Ｃ１協会」という。）から受託した業務を行う株

式会社であり、平成２１年４月、Ｃ２会社他１社の合併を経て、現在の商号

に変更されたものである。 

原告の放送車両事業部は、Ｃ１協会の中継車や原告の営業車とロケバスの

運行業務等を行っており、Ａ１を含む５７名程度（令和２年１２月時点）の

自動車運転職が在籍している。 

イ 補助参加人 

補助参加人は、業種を問わず企業に雇用される労働者で構成される、いわ

ゆる合同労組である。補助参加人の組合員数は約４００名（令和２年１月２

８日時点）であり、そのうち、原告の従業員である組合員は、Ａ１だけであ

る。 

ウ Ａ１ 

Ａ１は、平成２年３月、自動車運転職として、Ｃ３会社（同社は、その後、

Ｃ２会社に吸収合併された。）に入社し、その後、前記アの合併を経た原告の

放送車両事業部に所属し、Ｃ１協会の中継車や原告のロケバスを運行する業

務に従事している者である。 

⑵ Ａ１の組合加入 

Ａ１は、平成２９年６月９日、補助参加人に加入した。 

⑶ Ａ１の出張回数 

平成１９年から令和３年までの月ごとのＡ１の出張の回数は、別表１のとお

りであった。 

⑷ 補助参加人による救済申立て等 

ア 本件救済命令 
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補助参加人は、令和２年１月２８日、処分行政庁に対し、Ａ１に出張の少

ない運行業務を担当させていることが、Ａ１が組合員であること又は組合活

動を行ったことを理由とする「不利益な取扱い」に当たるなどとして、不当

労働行為救済申立てを行った（以下「本件救済命令申立て」という。）。 

処分行政庁は、令和６年３月５日、Ａ１の年間出張回数や、Ａ１及び原告

の自動車運転職全体の年間の平均出張回数を別表２のとおり認定した上で、

Ａ１の補助参加人加入後、Ａ１の出張が更に減少した一方、原告の全自動車

運転職の年間出張回数は、平成２７年から平成３１年にかけて徐々に減少し

ているが、同時期のＡ１の出張回数ほど大幅には減っておらず、補助参加人

加入後のＡ１の出張回数の少なさは際立っているなどと判断し、Ａ１の補助

参加人加入以降、原告がＡ１に出張の少ない運行業務を担当させていること

は、同人の補助参加人加入を理由とする「不利益な取扱い」に当たると認定

判断し、原告に対し、別紙記載の内容の救済命令を発した。 

原告は、令和６年５月２３日、本件救済命令に係る書面（写し）の交付を

受けた。 

イ 本件訴訟の提起 

原告は、令和６年６月１４日、本件訴訟を提起した。 

２ 争点及び争点に関する当事者の主張 

本件の争点は、本件救済命令について原告の主張に係る違法があるか、すなわ

ち、①Ａ１が補助参加人に加入した平成２９年６月以降、同人の出張が減少した

ことが「不利益な取扱い」といえるか（争点１）、②その「不利益な取扱い」がＡ

１の組合活動を理由としてされたといえるか（労働組合法７条１号本文前段所定

の「故をもつて」の該当性。争点２）である。 

⑴ 争点１（「不利益な取扱い」該当性） 

【被告の主張】 

以下の点を考慮すると、Ａ１が補助参加人に加入した平成２９年６月以降、
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同人の出張が減少したことは、「不利益な取扱い」に当たる。 

ア 精神上の不利益について 

出張が少ないことによって、運転技能の向上や職務経験の蓄積の機会が奪

われるものであり、キャリアアップや仕事のモチベーション等の面で精神上

の不利益がある。 

イ 人事上の不利益について 

Ａ１が昇格するためには、出張による技能向上等が必要であり、自動車運

転職が出張に従事しないことは、考課・昇格において不利益がある。 

【補助参加人の主張】 

制作に出張を要する番組は、放送後に何らかの賞を受賞することも多く、そ

れに携わった自動車運転職も受賞することがあり、出張の有無によって業務の

重要性に差はある。そして、原告は、高い査定をつけたい自動車運転職に出張

をさせるという実態があった。 

また、出張は、宿泊を伴うために、ロケスタッフとコミュニケーションをと

ることによって密な絆が生まれるなどするから、他の業務よりやりがいを感じ

る業務であるし、運転技能の向上や職務経験の蓄積に資するものでもあるから、

出張が減少することで精神上・人事上の不利益がある。 

【原告の主張】 

出張の減少は、いかなる意味でも不利益性がない。 

ア 精神上の不利益について 

仕事のやりがいなどという個人差のある事柄で不利益性を認めるのは不当

である。Ａ１は、補助参加人加入後も、出張以外の業務を変わりなく継続し

ているから、仕事のやりがいには変わりないはずである。 

イ 人事上の不利益について 

出張の有無によって、運転技能の向上や職務経験の蓄積に差は生じない。 

昇格に関しても、出張の有無によって業務の重要性には差がなく、考課上
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も、宿泊運行業務の多寡によって差はつけていない。 

⑵ 争点２（「故をもつて」該当性） 

【被告及び補助参加人の主張】 

Ａ１は、補助参加人加入後、補助参加人の分会長として原告との団体交渉に

出席し、積極的に発言をしていたところ、補助参加人加入後の１年９か月間、

出張を命じられなくなった。さらに、Ａ１と原告の自動車運転職全体の平成２

７年から令和３年までの各年における平均出張回数を比較すれば、Ａ１の補助

参加人加入後の出張回数の少なさは際立っている。なお、仮に、本件救済命令

の理由中における出張回数の認定が真実と異なり、真実は原告の主張するとお

りの出張回数であったとしても、管理職を除いた自動車運転職（Ａ１を含む）

１人当たりの平均出張回数（以下「運転職全体の平均出張回数」という。）と

比較して、Ａ１の出張回数が少ないことには変わりがない。 

これらに加え、団体交渉時に、補助参加人加入後にＡ１に対して出張を命じ

ない理由を補助参加人が質問した際、原告は、出張を含む業務の一般的な割当

てに関する説明しかしなかったことをも踏まえれば、Ａ１が補助参加人に加入

して以降、同人の出張が減少したことは、Ａ１の組合活動を理由とするもので

あることが明らかである。 

【原告の主張】 

運転職全体の平均出張回数について、本件救済命令の理由中における認定し

た事実（別表２の「平均」欄の数字）は、年度単位（４月から翌年３月まで）

の平均回数である数字を誤って暦年単位の平均回数として認定しているもので

ある。 

それを措くとしても、もともと、原告における運行業務は個別性が強い上に、

Ａ１の乗務車両は主にロケ車に限定されていたため、乗務車両に制限のない者

と条件が異なるから、出張回数の比較は意味をなさない。また、Ａ１の業務の

状況は、日帰り出張及び朝中継（Ａ１の補助参加人加入後に局泊勤務と名称が
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変更された。）時の車両乗務を含めると、補助参加人加入後も変わりないこと、

Ａ１の他にも、平成２８年度以降、２名の乗務員の出張が減少していることか

らすれば、Ａ１が補助参加人に加入して以降、Ａ１の出張が減少したこととＡ

１の組合活動とが無関係であることは、明らかである。 

第３ 争点に対する判断 

１ 認定事実 

前記争いのない事実等のほか、各証拠又は弁論の全趣旨によれば、以下の事実

が認められる。 

⑴ 原告における昇格・昇給及び賞与の制度について 

ア 原告における賃金制度 

原告における従業員の基本給は、職能給から一定額を控除した額とされて

おり、自動車運転職の職能給は、以下の表のとおり四つの等級が設けられ、

その等級と号俸により定められる。また、各等級について、考課規程によっ

て、以下の表のように「能力ランクの基準」が定められている（なお、「能力

ランクの基準」欄の括弧内の記載は、平成３０年１０月１日改正後の考課規

程における記載である。）。 

等級  能力ランクの基準 

Ａ級 運転経験・職務経験が比較的浅いドライバー職 

（運転経験・職務経験が比較的浅い自動車運転職） 

Ｂ級 運転技能に優れ、経験を積んだドライバー職 

（運転技能に優れ、職務経験を積んだ自動車運転職） 

Ｃ級 十分な経験を積み、運転技能も優れた中堅ドライバー職 

（運転技能に優れ、十分な経験を積んだ中堅の自動車運転 

職） 

主任級 技能に優れ、経験豊富、後進の指導にあたるリーダー格の 

ドライバー職 
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（運転技能に優れ、経験豊富、後進の指導にあたるリーダ

ー格の自動車運転職） 

イ 原告における等級昇格（以下「昇格」という。） 

原告における従業員（自動車運転職を含む。）の昇格の考課は、考課規程に

おいて、「評定要素ごとの分析評定に基づく総合評定および目標管理に基づく

実績評価」により決定するものとされ（ただし、平成３０年１０月１日改正

前の考課規程では、「目標管理に基づく実績評価」は記載されていなかった。）、

その考課の決定は、第１次考課者から第３次考課者までの３名の評価を経て、

社長が行うものと定められている。 

また、自動車運転職の昇給（号俸改定）は、「毎年、５段階評価による評定

を行い、評価点の合計が規定の点数に達した者に４月１日付で昇給（号俸改

定）を行う。」とされており、七つの評定項目（以下の表のとおり）につき各

５点以内の評価点の合計（３５点満点）に応じて、加給号俸数が決まるもの

とされている。 

 評定項目（括弧内は評定要素） 

１ 安全運転（安全運転・無事故無違反） 

２ 車両運行（運転技能・車両知識） 

３ 実行力・責任感・指導統率力（実行力・業務に対する責任感・業 

務遂行のリーダーシップ） 

４ 協力度・協調性（チームワーク・会社への協力） 

５ 自己目標（課題等の達成度） 

６ 業務意欲、改革・挑戦意欲（業務取組への意欲、業務改善への意 

見・提案・実行） 

７ その他（挨拶・服装・言葉遣い・マナー等） 

⑵ Ａ１の補助参加人加入までの経緯 

ア Ａ１は、平成２２年１０月７日、Ｃ４クリニック（Ｃ５医師）において、
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病名を「社会不安障害」とし、「運転業務等に支障ないものと思われます。」

とする診断を受けた。 

イ Ａ１は、平成２５年６月２１日、放送車両事業部の業務に関して振替休日

の割増賃金が支払われていないとして、原告内のコンプライアンス部に対し

て通報したが、その後、同部から、違法ではないと回答されたため、労働基

準監督署に申告した。労働基準監督署は、同年１０月、原告に対し指導を行

い、その後、原告からＡ１に対し過去２年間に係る未払賃金が支払われた。 

ウ Ａ１は、平成２６年１月１日付けの考課表において、「心療内科に通院中」、

「出来れば、人と接する事が少い職種に異動を希望する。対人恐怖症故」と

記載し、原告に対し提出した。 

エ Ａ１は、平成２９年６月９日、補助参加人に加入し、補助参加人は、同月

２０日、原告に対し、Ａ１が補助参加人に加入したことを通知するとともに、

同人の昇給、一時金の査定、従業員間でのシフトの偏り等を議題とする団体

交渉を申し入れた。 

⑶ 本件救済命令申立てまでの経緯 

ア 補助参加人と原告は、上記団体交渉申入事項について、本件救済命令申立

てまでに合計８回の団体交渉を行い、Ａ１は、これらの団体交渉全てに出席

した。なお、団体交渉における補助参加人側の出席者の人数は、合計二、三

名であった。 

イ 平成３０年１０月の考課規程改正により、平成３１年度（令和元年度）の

Ａ１の職能給の等級は、Ｂ級からＣ級に昇格した。 

ウ 補助参加人は、令和２年１月２８日、本件救済命令申立てを行った。 

⑷ 本件救済命令申立て以降の経緯 

ア 補助参加人と原告は、本件救済命令申立て以降、Ａ１の昇給・昇格等につ

いて、令和４年３月１５日までに少なくとも８回の団体交渉を行った。 

このうち、令和３年２月１７日の団体交渉において、補助参加人は、原告
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に対し、原告がＡ１に出張を命じていない理由を簡潔に答えるよう求めた。

これに対し、原告（事業部長及び計画管理部長）は、業務の命令は、出張に

限らず、使用者の指揮命令の問題であり、デスクの裁量として、従業員の適

性を見て、その時の状況で対応できる者に割り当てており、答えられるのは

それだけであって、差別しているつもりはない旨を回答した。 

なお、これらの団体交渉において、補助参加人側は、Ａ２東京都本部委員

長及びＡ１が出席していた。 

イ 労働委員会における審査において、原告は、Ａ１の出張回数が減少してい

ることに関して、出張を「同人に命じた運行業務の遂行に必要な限度で指示

している」こと、「業務の内容や稼働可能な運転職の適性、繁忙状態等につき

随時判断し、必要に応じて出張を命じているだけ」であるなどとして、意図

的に出張を減少させていることはないと主張した。 

⑸ Ａ１の出張回数について 

平成１９年から令和３年におけるＡ１の出張回数は、別表１のとおりである。 

２ 検討 

⑴ 争点１（「不利益な取扱い」該当性） 

前記１（認定事実）を踏まえて争点１について検討すると、Ａ１が補助参加

人に加入して以降、出張の回数が有意に減少していることは、前記１⑸から明

らかである。また、補助参加人は、令和３年２月１７日の団体交渉において、

Ａ１の出張が少ないことを問題視しており（前記１⑷ア）、Ａ１が補助参加人

加入後に出張を伴う業務の遂行を拒否し、又は難色を示したといった事情もう

かがわれないのであって、出張回数の減少は、原告がＡ１に対して出張に係る

業務を指示した回数又は命じた回数自体が減少したことによるものであること

も容易に認められる。 

そして、原告における昇格の評定項目の定め（前記１⑴イ）は、抽象的・概

括的なものであり、出張を要する運転業務に関わる事実・事情も、昇格の決定
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に係る評価の考慮対象に含まれ得るというべきである。また、原告の主張によ

っても、入社２年目の自動車運転職に経験を積んでもらうために６日間を要す

る出張を担当させたことがあるというのであり（原告第４準備書面６頁参照）、

原告の自動車運転職における出張業務はその職員としての経験蓄積につながる

ものというべきであること、Ａ１に限らず、原告における自動車運転職が出張

を伴う業務に仕事のやりがいを感じることは業務の性質上不自然なこととはい

えず（なお、社会一般に、業務の適切な割当てをしないことが、「干す」「干さ

れる」といった表現で消極的に評価されることは、いうまでもない。）、Ａ１が

これにやりがいを感じるということも、Ａ１個人の特異な考えにすぎないとは

いえず、社会通念に照らして十分に理解可能なものというべきであること等の

諸事情を総合考慮すると、Ａ１が補助参加人に加入して以降、出張の回数が減

少したことは、「不利益な取扱い」に当たるというべきである。この点に関す

る原告の主張は、採用することができない。 

⑵ 争点２（「故をもつて」該当性） 

ア そこで、争点２について検討すると、補助参加人は、原告に対し、Ａ１が

補助参加人に加入した平成２９年６月に、昇給等に関して団体交渉を申し入

れ（前記１⑵エ）、以後、Ａ１は全ての団体交渉に参加していたものであるか

ら（前記１⑶ア、⑷ア）、原告が、Ａ１の組合活動の事実を認識していたこと

は明らかである。 

その中で、Ａ１の出張は、補助参加人に加入した平成２９年６月から令和

３年１２月までの約４年半において、１回あっただけ（平成３１年４月）で

あり、補助参加人加入後に出張回数が大きく減少している。 

この出張回数について、仮に、原告が主張するように、平成２５年度から

令和３年度におけるＡ１の出張回数及び運転職全体の平均出張回数が別表３

のとおりであるとしても、Ａ１の補助参加人加入後の各年度におけるＡ１の

出張回数は、運転職全体の平均出張回数を大きく下回るものであるし、回数
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の減少の程度を見ても、Ａ１の回数が大きく減少したことが明らかである。 

イ この減少の理由等について、原告は、原告における運行業務の個別性が強

い上に、Ａ１の乗務車両は主にロケ車に限定されているから、乗務車両に制

限のない自動車運転職とは条件が異なるため、出張回数を比較することに意

味はない旨を主張する。しかし、Ａ１の乗務車両が主にロケ車に限定されて

いることを裏付ける的確な証拠はないし、これを措くとして、仮に、主にロ

ケ車に限定されているという事情があったとしても、そのような事情はＡ１

の補助参加人加入以前から存在していたはずであると考えられるから、Ａ１

の補助参加人加入の前後において出張回数が大きく変動（減少）したことの

理由とみることには疑問がある（令和元年度（平成３１年度）までの原告に

おける管理職を除いた自動車運転職全体（Ａ１含む）の合計出張回数には大

きな変動がないのに、Ａ１の補助参加人加入後の出張回数の減少（別表３）

は顕著である。）。特に、平成３０年度における原告における管理職を除いた

自動車運転職全体（Ａ１含む）の出張回数の総数は、その前年度（平成２９

年度）より増加した一方で、Ａ１は平成３０年度に１回も出張を命じられな

かったこと（別表３）、原告は、令和３年２月１７日の団体交涉や労働委員会

における審査において、Ａ１の出張が減少している理由として上記事情を説

明・主張していないという経緯（前記１⑷ア・イ）に照らすと、原告の主張

する事情が補助参加人加入後の出張回数の減少の原因であるとは認められな

い。 

また、原告は、日帰り出張等のＡ１の担当する業務全体についてみれば、

Ａ１の補助参加人加入後の業務内容は変わっていない旨を主張し、書証を提

出するが、これを検討しても、補助参加人加入後に出張回数が減少した理由

を合理的に説明するものとはいえない。 

原告は、Ａ１の他にも、平成２７年度や平成２８年度以降に２名の乗務員

の出張が減少していることを主張し、それに沿う書証を提出するが、これら
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２名の乗務員の出張回数の減少の原因・理由を認めるに足りる証拠はなく、

他の多くの乗務員の出張回数とＡ１の出張回数との乖離について、相応の理

由を推認できるものは見当たらない。 

なお、Ａ１は、補助参加人加入前である平成２６年にも原告から出張を命

じられていなかったところ（別表１）、これは、Ａ１が原告に提出した平成２

６年度考課表に、対人恐怖症であって、人との接触が少ない業務を希望する

旨記載していたこと（前記１⑵ウ）が考慮された対応であり、出張回数の減

少に明確な理由があると認めることができるものである。 

ウ 以上の検討を総合すると、Ａ１の補助参加人加入後に出張を命じられた回

数が減少したことは、Ａ１の組合活動を理由とするものと認めるのが相当で

あり、この点に関する原告の主張は採用することができない。 

第４ 結論 

以上によれば、本件救済命令には原告主張に係る違法が認められず、本件救済

命令は適法というべきであるから、主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第３６部 
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